
０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

弁護士による専門的な法律相談機会拡充【交付
金】

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

120 120 - - 

交付金等対象経費

弁護士に対する報酬（報償費）

基金

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員・行政職員の国セン等主催の研修への参
加支援【交付金】

1,228 1,228 研修参加に係る参加費（負担金）及び旅費- - 

⑧消費生活相談体制整備事業

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者教育の推進に関する法律を踏まえた消費
者被害の拡大防止・未然防止のための取組み【交
付金】

1,238 1,238 

消費者啓発用掲示板設置のための消耗品一式の購入
費（需用費）。高齢者向けパンフレット増刷のための印刷
製本費。高校～大学向け啓発パンフレットの作成費（委
託料）。

- - 

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

2,586 2,586 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

- - 合計

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 長崎市 自治体コード 422011 平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存） 市単独予算により月2回（第2・4金曜日）の弁護士相談を開催している。

（強化） 上記の月2回に加え、随時で利用可能な弁護士相談を月1時間（2コマ）拡充させる。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存） 市単独予算により、国センが主催する研修等に、相談員・行政職員が年間3回までしか参加できない。相談員が自費で研修に参加しているケースもある。

（強化） 国センが主催する研修等への参加機会を、年間24回参加できるようにする。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）
市民の消費者問題への関心をより高める必要がある。
年々変化する消費者被害の傾向に対応した内容に配布物を一新する必要がある。

（強化）
市立病院・診療所（10ヶ所）に消費者啓発用掲示板を設け、広く市民に消費者問題の啓発を図る。
高齢者向けパンフレットの増刷を行い、被害の多い高齢者への啓発強化を図る。
高校生～大学生向けパンフレットの内容を、最新の消費者被害の傾向を加味して一新する。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

対象人員数
（報酬引上げ）

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

研修参加・受入要望

参加者数 人

年間研修総日数

人

年間実地研修受入総日

実地研修受入人数

人日 人日

39,938               

うち交付金等対象の賃料、人件費等

対象人員数計 追加的総費用

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち先駆的事業

-                       

31,431               

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-                       千円

-                       千円

-                       千円

千円

うち交付金等対象経費

35,582               

千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

千円

2,300              

-                       

33,282             

-                       千円

2,586              

千円

千円

千円

千円

-4,437             千円20年度差 -11,093           前年度差28,845             千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

-            人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 5            人 今年度末予定

人

人

前年度における首長表明の有無

5            

有

前年度末 相談員総数

前年度末

前年度における雇止めの有無 無

○ 消費生活相談業務の遂行に必要な研修への参加費用を支援する。②研修参加支援

④その他

③就労環境の向上

5            

人

相談員数

相談員数

相談員総数

相談員数

人

今年度末予定

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

うち定数内の相談員

前年度末

-            

今年度末予定

相談員数

今年度末予定

具体的内容

人

5            

-            

-            人

①報酬の向上

○ 非常勤の相談員数5名の維持を図る。

相談員数

処遇改善の取組



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

旅費、出席負担金

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

国民生活センター等主催の研修会参加支援 1,057 1,057 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

啓発用グッズ等の購入、啓発用チラシの作成・配
布

1,986 1,986 

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

グッズ等購入費、印刷製本費、配布手数料

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

- 3,043 3,043 - 合計

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 佐世保市 自治体コード 422029 平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

事業名

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 県内での研修について旅費を支援する

（強化） 国民生活センター等主催の研修に相談員が数多く参加できるよう旅費を支援する

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化） 啓発用グッズ、パンフレット等を活用することにより、消費生活センターの認知度向上および出前講座の充実を図る

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

-                       千円

千円

千円

千円

うち先駆的事業 -                       千円

人日

実地研修受入人数

研修参加・受入要望

参加者数 人 人

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

千円

うち先駆的事業

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算 11,164               

15,029               

うち交付金等対象の賃料、人件費等 -                       千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

3,167              

15,001               

152                 千円

-                       

11,834             

-                       千円

3,043              

千円

千円

11,986             千円 20年度差 822                 前年度差



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

人

前年度末 相談員数 3            人 今年度末予定 相談員数

人

人相談員総数

相談員数

有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無

3            

うち定数内の相談員

3            消費生活相談員の配置

○ 国民生活センター等主催の研修に相談員が数多く参加できるよう旅費を支援する②研修参加支援

①報酬の向上 ○

うち委託等の相談員

3            

今年度末予定

うち定数外の相談員

月額賃金を2,000円増額する

人

処遇改善の取組 具体的内容

前年度末

人 今年度末予定

人 今年度末予定 相談員数

④その他

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

旅費
⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

研修会等への参加 141 141 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員を１名配置 2,052 1,026 

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

人件費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

啓発用パンフレットの作成 718 718 印刷費・折込費

859 1,026 - 2,911 合計

都道府県名 長崎県 市町村名 島原市 自治体コード 422037 27 年度平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化） 消費生活相談員１名を配置し相談体制の充実を図る

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化） 国民生活センター等が実施する研修会へ参加するための旅費支援

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化） 市民が消費被害に遭わないための啓発パンフレット等を作成

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 千円

千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数

うち交付金等対象の賃料、人件費等

1        1,852  

年間研修総日数

2,052      

うち交付金等対象経費

人日

実地研修受入人数 人

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計

1,190                 

1        

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

追加的総費用

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,026                 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円1,420              千円

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

千円

3,305                 

2,091              

1,272              

人

千円

人日

千円

1,885              

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円3,363                 

千円

千円

千円

20年度差うち交付金等対象外経費

千円

千円

1,420              前年度差 148                 千円

27年度 平日日数 247日×7時間（450分）



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数今年度末予定 人

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無

○ 国民生活センター等が実施する研修会へ参加させる

有

1            

人

人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

うち定数内の相談員

具体的内容

前年度末

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

処遇改善の取組

うち定数外の相談員

人

前年度末 相談員数 1            

1            

人 今年度末予定

1            

人

人相談員総数

相談員数

②研修参加支援

①報酬の向上

④その他

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

消費生活弁護士相談謝礼

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

480 480 謝礼

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

事業経費

旅費、出席負担金

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員賃金・社会保険料等

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員研修会参加旅費等 873 873 

7,557 2,518 相談員1人分、有資格者2人割増分

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

ファイナンシャルプランナー相談事業、啓発用チラ
シ作成

1,142 1,142 委託料、、需用費

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

10,052 2,495 2,518 - 合計

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 大村市 自治体コード 422053 平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

多重債務相談の解消を図る。啓発ニュースの配布を行う。

国センの研修に参加できる体制も費用もなく、県主催の研修会のみ参加。

相談員の相談技術向上のため、国セン主催の相談員専門研修等に参加させる。

現行体制は１日６時間の非常勤相談員３名で相談体制が手薄であった。

H２１年８月から新たに相談員１名を増員し、PIOーNET入力や相談件数増加に対応。また、専門相談員有資格者には報酬の引き上げを行う。

消費者被害防止のための情報が少なく、悪質商法の手口などの知識が乏しい市民が多い。

相談員が弁護士からの法的助言を受け、消費者相談の早期解決を図る。

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存） 法律的知識を備えた者がおらず、弁護士の助言を受ける機会もない。

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円

人日

実地研修受入人数

5,013              

千円

千円

人

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

研修参加・受入要望

千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

参加者数 人

年間研修総日数 人日

1        1,458  

3,862                 

2        

対象人員数計 追加的総費用

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

2,507                 

10,339               

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,518                 千円

うち先駆的事業

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

千円

3        2,518      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

うち交付金等対象経費 4,900              

10,710               

5,810              

千円

千円

千円

-484               千円20年度差 1,464              前年度差5,326              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 4            人 今年度末予定

人相談員総数

有

前年度末 相談員総数

前年度末

前年度における雇止めの有無 無

○ 国セン主催等の研修会参加支援により相談員のレベルアップを図る。②研修参加支援

前年度における首長表明の有無

④その他

③就労環境の向上

相談員数

消費生活相談員の配置 4            4            

有資格専門相談員には賃金を引き上げる。

人

相談員数 人相談員数

人

人うち定数内の相談員

4            

人 今年度末予定

今年度末予定

相談員数

今年度末予定

①報酬の向上

○ 相談体制を整え、休暇の取得を容易にできるようにする。

相談員数

具体的内容

○

うち委託等の相談員

処遇改善の取組

前年度末



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

執務参考図書 　　　　 27,000円

ＦＰ相談業務委託料　　74,520円

旅費　179,050円、出席負担金　1,420円

消費生活相談員２名の人件費2,823,600円、
共済費　社会保険料398,400円、雇用保険料24,000円

移動消費生活相談窓口（大島地区　離島）用船賃
7,800円

消費生活啓発パンフレット等（A3)　127,210円

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 平戸市 自治体コード 422070 平成

合計 3,903 - 417 1,623 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

振り込め詐欺等防止のため、高齢者を対象として
消費生活啓発用品や啓発用チラシ（クーリングオ
フ制度について）の配布する。また、大島地区（離
島）については、移動消費生活相談窓口を開設
し、消費生活啓発を図る。

135 135 

3,486 

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員の消費生活相談のスキルアップのため、
県・国民生活センターが主催する研修などに参
加。

180 180 

1,623 ⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活センターにおいて市民の相談をうける消
費生活相談員を1名配置。また、PIO-NET入力等
相談員の事務補助として1名配置。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

27 

75 

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

ファイナンシャルプランナーを採用することにより、
相談者から収支、負債、家族構成や資金状況等
の提供をうけ、将来のライフプランニングに即した
資金計画やアドバイスをする。

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

執務に必要な参考図書を充実させ、相談員のスキ
ルアップと消費生活センター窓口の強化を図る。

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

75 

27 

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） なし

（強化）
振り込め詐欺等防止のため、高齢者を対象として消費生活啓発用品や啓発用チラシ（クーリングオフ制度について）の配布する。また、大島地区（離島）
については、移動消費生活相談窓口を開設し、消費生活啓発を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 消費生活センターにおいて市民の相談をうける消費生活相談員を1名配置。また、PIO-NET入力等相談員の事務補助として1名配置。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） なし

（強化） 相談員の消費生活相談のスキルアップのため、県・国民生活センターが主催する研修などに参加。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存） なし

（強化）
ファイナンシャルプランナーを採用することにより、相談者から収支、負債、家族構成や資金状況等の提供をうけ、将来のライフプランニングに即した資金
計画やアドバイスをする。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） なし

（強化） 執務に必要な参考図書を充実させ、相談員のスキルアップと消費生活センター窓口の強化を図る。

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

2,026              千円 2,026              前年度差20年度差 -131               千円

2,157              

千円

千円

千円

千円

対象人員数
（報酬引上げ）

2,003              

4,160                 

対象人員数計 追加的総費用

うち先駆的事業

前年度の消費者行政予算

うち交付金等対象外経費

千円

千円

2,040              

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

4,066                 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

2        2,859  

人

年間実地研修受入総日

研修参加・受入要望

参加者数

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

平成20年度の消費者行政予算

2        3,486      

人日

実施形態 自治体参加型 法人募集型

年間研修総日数

実地研修受入人数

千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

人

人日

千円

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

具体的内容

今年度末予定

人

処遇改善の取組

④その他

③就労環境の向上

人 今年度末予定 相談員数

②研修参加支援

①報酬の向上

前年度末 相談員数 2            

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

うち定数外の相談員

2            

人

前年度末

人

2            

今年度末予定 2            

人

人

今年度末予定 相談員数

うち定数内の相談員

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数 人

相談員総数

相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 松浦市 自治体コード 422088

合計 2,097 1,436 - 4,969 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業 相談員の報酬、社会保険料及び労働保険料

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

2,872 1,436 
報酬・賃金2,611千円　社会保険237千円労働保険24千
円

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

被害防止のための消費者教育、啓発事業 1,724 1,724 
啓発用パンフ、回覧板1,367千円　車外広告337千円
書籍20千円

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員及び担当行政職員の研修参加支援 373 373 
県研修会　188千円　国セン研修　107千円　その他78
千円

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

事業経費

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 嘱託職員1名、臨時職員１名を雇用し、市役所開庁時間に合わせた相談対応を実施する。

（強化） 嘱託職員1名、臨時職員１名の2名体制で、市役所開庁時間に合わせた対応の継続を図る。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 市内交通機関を利用した消費生活相談窓口のＰＲ及び消費生活者行政に関する啓発

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 相談員が研修に参加し、スキルアップを図る。

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

（強化）

相談員、地域相談員、担当行政職員が研修に参加し、消費生活問題に対する意識の向上を図るとともに相談対応のスキルアップを図る。

市内乗合いバス、タクシーの車外広告、各種団体への講座及びイベント時におけるチラシ配布等により啓発に努める。



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

3,595              千円 3,586              20年度差 前年度差

3,721              

千円

千円

千円

千円

1,391                 

千円

2,993              

6,714                 

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

3,533              

千円

うち先駆的事業

千円

2        2,872      

-126               千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

7,128                 

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

人日

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

研修参加・受入要望

2        3,228  

実施形態

人

年間研修総日数 人日

実地研修受入人数 人

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

1        

自治体参加型 法人募集型

9                       

1,436                 千円

千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

相談員数

相談員数

④その他

③就労環境の向上

人

処遇改善の取組 具体的内容

前年度末

人

2            

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

○

うち委託等の相談員

月額128,000円から135,500円に増額した（7,500円の増）

今年度末予定

人

2            2            人

前年度における雇止めの有無 無

○ 知識、相談対応のスキルアップを図るため研修参加を積極的に支援する。②研修参加支援

相談員数

前年度における首長表明の有無

うち定数内の相談員

有

前年度末 相談員総数

前年度末

相談員数

人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2            人 今年度末予定

人

相談員総数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 対馬市 自治体コード 422096 平成

3,964 975 合計 - 6,559 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員人件費【交付金】

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

2,147 975 
報酬　117千円×1/2＋時間外　491千円×1/2　社会保
険144千円×1/2

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

市民に対する消費者問題啓発のためのパンフレッ
ト等の作成・配布

2,650 2,650 
消費者啓発用カレンダー　2,462千円
市報折込　185千円

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談員のレベルアップのための研修参加旅費【交
付金】

1,134 1,134 
長崎2泊3日×4＝224千円、東京3泊4日×6回＝891千
円

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

消費生活相談所の移設100千円、PIONET移設費用50
千円、参考図書購入30千円

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

消費生活相談所の移設、PIONETの移設費用、図
書購入費、その他共益費・光熱水費等

628 180 

事業経費

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 消費生活行政、問題の啓発パンフレット等を配布し、市民の安心安全を確保する

（強化） 従来通り

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活相談員を配置し、市民の消費生活相談の充実を図る

（強化） 従来通り

従来通り

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

消費生活相談員及び消費生活担当行政職員が研修に参加し、消費生活問題解決能力の強化を図る

（強化）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） 参考図書の購入

（強化） 市役所内に消費生活相談所の移設、PIONET移設をすることにより相談機能を強化を図る。

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

1        

うち交付金等対象外経費

2,147      

1,620              

前年度の消費者行政予算

1,399              前年度差 -417               千円千円 20年度差

4,516              

6,553                 

千円

千円

千円

千円

追加的総業務量（総時間）

238                    

2,037              

-                       

対象人員数
（報酬引上げ）

1        

対象人員数計 追加的総費用

うち先駆的事業

平成20年度の消費者行政予算

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

6,559                 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,134                 千円

人日

実地研修受入人数

1        1,500  

人

年間実地研修受入総日年間研修総日数

-                       千円

人日

千円

221                    

千円

4,939              

研修参加・受入要望

参加者数 人

246                    千円

千円

千円

千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象の賃料、人件費等 936                    

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

人

○ 相談所の移設等

人

処遇改善の取組 具体的内容

④その他

③就労環境の向上

今年度末予定

人 今年度末予定 相談員数

市の嘱託職員の給与規定に従い、報酬を向上

○ 積極的な研修参加の推奨

1            

今年度末予定 1            

うち定数内の相談員

②研修参加支援

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

○

うち委託等の相談員

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

人1            

前年度末

人

人 今年度末予定 相談員数

相談員総数

相談員数

人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 壱岐市 自治体コード 422100 平成

- 合計 1,100 1,100 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活相談員等の研修参加支援によるレベル
アップ

493 493 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政啓発グッズ等の作成
消費者行政講演会の開催

607 607 
啓発グッズの作成
講師旅費・謝礼金

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

研修会参加費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

消費者行政問題啓発パンフレット及びグッズの作成・消費者被害を防止するため消費者行政問題の教育に取り組む

消費者行政問題啓発グッズ等の作成・消費者被害防止に向けた講演会を開催する

相談員のスキル向上を図り、県の消費者センターに任せていた案件を地元で対応できる体制をつくる

相談員のスキルアップおよび消費生活専門相談員の資格取得のために研修講座を受講



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-                    -                    千円

千円

千円

20年度差

千円

-                    千円 前年度差

1,690              

1,690                 

千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計 追加的総費用

うち先駆的事業

-                    

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

1,100                 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

千円

千円

千円

1,100              

千円

千円

千円

人

年間実地研修受入総日

人

人日

平成20年度の消費者行政予算

うち交付金等対象外経費

研修参加・受入要望

参加者数

年間研修総日数

うち交付金等対象の賃料、人件費等

前年度の消費者行政予算

実地研修受入人数

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

人日

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち先駆的事業 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

今年度末予定

人 今年度末予定

人

処遇改善の取組 具体的内容

④その他

③就労環境の向上

相談員数

人

1            

前年度末

相談員数

②研修参加支援

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

1            1            今年度末予定

うち定数内の相談員

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

人

人相談員総数

相談員数

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            人 今年度末予定

人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

相談員及び担当職員の研修旅費及び受講料
⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

消費生活相談員及び担当職員の研修参加費支
援事業

818 818 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 相談体制を強化するための整備事業 6,372 2,258 

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

相談体制強化のために増員する相談員の報酬及び共
済費

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

消費者啓発用資料の購入による活性化事業 936 936 パンフレット等の購入及び出前講座時の船借上料

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

1,754 2,258 - 8,126 合計

都道府県名 長崎県 市町村名 五島市 自治体コード 422118 27 年度平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テス
ト）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 時間外における出前講座及び消費者相談に伴う勤務時間延長分の割増賃金を支給

（強化） 相談件数の増加に伴い相談員を２名に増員する新規職員の報酬及び共済費

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加
支援）

（既存） 国民生活センター及び県主催の研修会参加（旅費及び受講料）

（強化） 例年どおり

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（地域の多様な主体等との連携の
強化を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（消費者の安心・安全を確保するた
めの取組）

（既存） 出前講座を含む消費者啓発用の資料購入

（強化） 例年どおり

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化
に関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                       千円

-                       千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数

うち交付金等対象の賃料、人件費等

1        1,500  

年間研修総日数

2,258      

うち交付金等対象経費

人日

実地研修受入人数 人

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計

438                   

1        

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算 3,189                 

追加的総費用

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,258                 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円4,114              千円

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

千円

8,126                 

2,000              

-                       

2,538              

-                       

人

千円

人日

千円

4,012              

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円4,538                 

千円

千円

千円

20年度差うち交付金等対象外経費

千円

千円

925                 前年度差 1,576              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数今年度末予定 人

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

2            

人

人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

うち定数内の相談員

具体的内容

前年度末

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

処遇改善の取組

うち定数外の相談員

人

前年度末 相談員数 1            

1            

人 今年度末予定

2            

人

人相談員総数

相談員数

②研修参加支援

①報酬の向上

④その他

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 西海市 自治体コード 422126

- 1,040 合計 2,789 497 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員人件費 1,040 

324 324 

相談員報酬、社会保険料、雇用保険料

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費生活啓発 173 173 消費生活啓発用消耗品

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費生活研修会参加 国、県等主催の研修会参加旅費

2,292 

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 市民団体からの要請等による講座を適宜開催し、消費生活に係る啓発強化を図る

（強化） 例年どおり

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 消費生活相談員を配置することにより、相談体制の強化を図る

（強化） 例年どおり

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 消費生活相談員が、必要な研修に参加することにより、相談員の質を高め、相談時における敏速な対応を図る

（強化） 例年どおり

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 1,234              前年度差20年度差1,303              千円

-

1,343              

- 千円

-40                 千円

1,537              

千円

千円

千円

千円

千円

2,407              

3,750              

1        1,040      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の賃料、人件費等 1,040              千円

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

1,021              

2,840              

千円

うち先駆的事業

69                   

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

1        

年間研修総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

人

人日

実地研修受入人数 人

1        1,440  

実施形態 自治体参加型 法人募集型

- 千円

- 千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

④その他

③就労環境の向上

人

具体的内容

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

相談員数

今年度末予定

人

処遇改善の取組

うち定数内の相談員 相談員数 人人

1            

前年度末 相談員数うち委託等の相談員

1            1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無 無

○ 国・件以外の民間研修へも積極的に参加する②研修参加支援

相談員総数

相談員数

有

前年度末 相談員総数

前年度末

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            人 今年度末予定

人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 雲仙市 自治体コード 422134 平成

合計 - 6,289 1,539 2,375 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

2,375 消費生活相談員の人件費（２名分）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者啓発用冊子及びリーフレットを作成し、市
民を対象に配布する。消費者問題解決力の強化
のために消費者行政関連書籍を購入する。

1,137 1,137 消費者教育・啓発に必要な教材の購入、図書購入

⑧消費生活相談体制整備事業
消費者行政担当者（常勤職員を除く）を配置し、消
費生活相談体制を整備する。

4,750 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費者行政担当者が研修に参加するための支援を行う。 402 402 
消費生活相談員及び消費者行政担当職員が消費者行
政に係る研修に参加するために必要な旅費、研修費、
及び教材費。

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 市広報紙及び市ホームページにより啓発。

（強化）
市広報紙、HPに啓発記事を掲載。啓発リーフレット等を作成し、市内全戸に配布し消費者被害の未然防止、拡大防止を図る。
新成人に対して消費者教育用啓発冊子を成人式で配布し、若者の消費者被害の未然防止を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業

（既存） なし

（強化）
消費生活センター設置（平成２２年４月）、消費者ホットラインによる相談件数の増加、PIO-NET設置に伴う業務量の増加に対応するため消費生活専門の
相談員を２名配置する。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 県が開催する研修会に参加する。

（強化）  県外で開催される国民生活センター主催等の研修事業に消費生活相談員、消費者行政担当職員が参加できるよう支援し、消費生活相談員等のレベルアップを図る。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

19                   千円 前年度差

千円

千円うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算 6,309                 

千円

千円

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

2,376              

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,375                 

千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

千円

うち交付金等対象経費

2,395              

3,914              うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

2        3,645  

2,332                 

6,795                 

2        4,770      

千円

20年度差うち交付金等対象外経費 63                   

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

対象人員数計 追加的総費用

千円

うち先駆的事業

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

2,355                 

千円

千円

年間研修総日数 人日 年間実地研修受入総日

4,419              

人 人実地研修受入人数

研修参加・受入要望

実施形態

人日

千円

自治体参加型 法人募集型

参加者数



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数

④その他

③就労環境の向上

前年度における雇止めの有無 無

前年度における首長表明の有無

相談員数

今年度末予定

人 今年度末予定

人

○
資質向上のため必要と判断される研修への参加を可能な限り支援し、また、研修に参加しや
すい環境を整備する。

うち定数内の相談員

②研修参加支援

①報酬の向上

人

処遇改善の取組 具体的内容

2            

うち委託等の相談員 相談員数

人 相談員総数 人

前年度末

前年度末 相談員数

消費生活相談員の配置 相談員総数

有

相談員数

今年度末予定2            2            前年度末

人

人 今年度末予定

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 2            



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業経費

センター周知用チラシ及びポスター作成、配付
①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

センター周知用チラシ及びポスター作成、配付 130 130 

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

県及び国民生活センター等が実施する研修への
旅費支援

290 290 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業 専門的知識を持った相談員2名の配置 4,955 2,477 

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

専門的知識を持った相談員2名の配置

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

啓発物品の作成、配付 288 288 啓発物品の作成、配付

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

708 2,477 - 5,663 合計

都道府県名 長崎県 市町村名 南島原市 自治体コード 422142 27 年度平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

消費生活センター周知のためのポスター及びチラシを作成し、市内各世帯に配布。ポスターは市内公共施設等に掲示する。

（強化）
③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） 消費生活センター開設のポスター及びチラシを作成し、市内各世帯に配布。

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 他業務と兼務の職員が相談対応。

（強化） 専任の相談員を２名配置する。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 県内の研修のみ参加。研修の回数及び内容が限られていた。

（強化） 相談員及び相談従事職員が、県及び国民生活センター等が実施する研修へ参加させるための旅費支援。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 啓発は、県センターから送付される情報誌での啓発

（強化） 引き続き出前講座を実施し、啓発物品を配布する。市イベント時等でも啓発物品を配布する。のぼり旗や啓発物品を用いて消費者月間のPRを行う。

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち先駆的事業 -                       千円

-                       千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

研修参加・受入要望

参加者数

うち交付金等対象の賃料、人件費等

2        3,645  

年間研修総日数

4,955      

うち交付金等対象経費

人日

実地研修受入人数 人

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計

2,474                 

2        

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算 152                    

追加的総費用

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,477                 

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

千円3,376              千円

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

千円

6,561                 

3,201              

-                       

3,421              

-                       

人

千円

人日

千円

3,185              

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円6,622                 

千円

千円

千円

20年度差うち交付金等対象外経費

千円

千円

3,224              前年度差 -45                 千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

相談員数今年度末予定 人

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無 有

-            

2            

人

人

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

うち定数内の相談員

具体的内容

前年度末

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

処遇改善の取組

うち定数外の相談員

人

前年度末 相談員数 2            

2            

-            人 今年度末予定

2            

-            人

人相談員総数

相談員数

②研修参加支援

①報酬の向上

-            

④その他

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 長与町 自治体コード 423076

合計 - 194 178 - 

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

国民生活センター等の開催する研修へ担当職員
を参加させ、相談業務のスキルアップを図る【交付
金】

194 178 旅費、研修費及び教材費- - 

27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

対象経費

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業経費

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

（強化）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

国民生活センターの開催する研修へ担当職員を参加させる。

国民生活センター等の開催する研修へ担当職員を数名参加させ、相談対応のスキルアップを図る。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

185                 前年度差20年度差

343                 

千円

1                    千円344                 千円

178                 

521                    

千円

千円

千円

千円

178                 

千円

千円

追加的総業務量（総時間）

追加的総費用

うち先駆的事業

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当 千円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

522                    

うち交付金等対象の賃料、人件費等

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

対象人員数
（報酬引上げ）

対象人員数計

159                    

人

年間実地研修受入総日

人参加者数

人日

自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

人日

実地研修受入人数

年間研修総日数

実施形態

うち交付金等対象外経費

研修参加・受入要望

うち先駆的事業 千円

千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

今年度末予定

人 今年度末予定 相談員数

今年度末予定人

人

処遇改善の取組 具体的内容

④その他

③就労環境の向上

②研修参加支援

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

人

1            

1            -            

前年度における雇止めの有無 無

うち定数内の相談員

前年度末

相談員数

有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における首長表明の有無

人

人相談員総数

相談員数

人 今年度末予定

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 東彼杵町 自治体コード 423211

- - 合計 440 440 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業

140 140 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者行政啓発講座の開催により、高齢者等の
消費者トラブルの未然防止に努める。

300 300 講師謝礼、講習会資料購入

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

研修会への参加で、相談員のレベルアップを図る 研修旅費

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 消費者行政啓発活動を実施している。

（強化） 高齢者等を狙った複雑巧妙化する被害に対応するため、地域・集落単位での啓発活動の一層の強化を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 国民生活センター及び県が開催する研修会へ参加している。

（強化） 相談員の更なるレベルアップを図りたいという理由から、研修会参加支援を行う。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 2,360              前年度差20年度差2,360              千円

2,310              

千円

50                   千円

440                 

千円

千円

千円

千円

千円

440                 

2,750                 

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

2,800                 

千円

うち先駆的事業

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

人

人日

実地研修受入人数 人

実施形態 自治体参加型 法人募集型

千円

千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

④その他

③就労環境の向上

人

具体的内容

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

相談員数

今年度末予定

人

処遇改善の取組

うち定数内の相談員 相談員数 人人

1            

前年度末 相談員数うち委託等の相談員

1            1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無 無

○ 相談員のレベルアップのため、国民生活センター等への研修参加を支援する。②研修参加支援

相談員総数

相談員数

有

前年度末 相談員総数

前年度末

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            人 今年度末予定

人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 波佐見町 自治体コード 042323

- - 合計 2,487 2,487 

通話録音装置の導入

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

高齢消費者をターゲットにした悪質な電話勧誘に対し、通話
録音装置を導入し、被害の拡大防止を図る

324 324 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

ファイナンシャルプランナーによる多重債務者を中心とした相
談支援、消費者啓発カレンダー作成、庁舎内の関係部署の
職員を対象とした講演に係る専門家招聘

1,991 1,991 
ファイナンシャルプランニング業務委託料、啓発カレン
ダー作成業務、専門家招聘

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

研修への参加を通じ、担当職員の知識向上、時事問題等へ
の対応能力の強化を図る

172 172 

⑧消費生活相談体制整備事業

研修旅費、研修受講料

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化） 高齢消費者をターゲットにした悪質な電話勧誘に対し、通話録音装置（録音告知あり）を導入し、被害の拡大防止を図る

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 多重債務者等を対象に年12回ファイナンシャルプランナー相談会を開催。消費者被害・対策・相談窓口を掲載したカレンダーを作成し、全世帯配布。

（強化） 庁舎内の関係部署職員を対象に専門家を招聘し、講演会を開催することで、庁舎内ネットワークの構築を図る。

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 多様化、複雑化する消費者相談対応のため、国民生活センター及び県主催の研修会参加。新たな専門知識の習得、時事問題への対応能力強化を図る。

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

（強化）

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

-                         千円

312                      

千円

-312               千円20年度差 -180                  前年度差

2,487                   

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1,478                   

1,790                       

千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

うち交付金等対象経費

千円

千円

千円

うち先駆的事業

2,487                       

うち交付金等対象の賃料、人件費等

180                         

うち交付金等対象の賃料、人件費等

対象人員数計 追加的総費用

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

人

年間研修総日数

人

年間実地研修受入総日数

実地研修受入人数

対象人員数
（報酬引上げ）

人日 人日

実施形態 自治体参加型 法人募集型

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

研修参加・受入要望

参加者数



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

①報酬の向上

相談員数

処遇改善の取組

相談員数

今年度末予定

具体的内容

人

-            

-            

-                人

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

うち定数内の相談員

前年度末

人

相談員数

相談員数

相談員総数

相談員数

人

今年度末予定

-                

今年度末予定-                

前年度における雇止めの有無 無

②研修参加支援

④その他

③就労環境の向上

前年度における首長表明の有無

-            

有

前年度末 相談員総数

前年度末 人

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 -                人 今年度末予定

-            人



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

消費者行政に係る研修参加支援

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

720 360 

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

研修参加旅費 206 206 

消費者行政担当者（常勤職員を除く）配置

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

啓発活動用車両等を活用した出前講座や相談 80 80 消費者被害防止の為の住民への周知活動

⑧消費生活相談体制整備事業 専任相談員を１名配置する。

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

286 360 - 1,006 合計

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 小値賀町 自治体コード 423831 平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

（強化）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 相談員及び担当者研修参加支援

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

相談員専門研修及び担当者研修参加支援

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 啓発活動、巡回相談活動用車両１台

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） なし

（強化） 専任相談員を１名配置し、相談窓口の機能強化・充実を図る。

啓発活動、巡回相談活動用車両を活用した出前講座や相談

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人日

実地研修受入人数 人

年間実地研修受入総日

1        960     

23                     

人

年間研修総日数

参加者数

対象人員数
（報酬引上げ）

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

対象人員数計 追加的総費用

人日

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

研修参加・受入要望

うち先駆的事業

1,281                 

千円うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

536                    千円

千円

千円

千円

1        720         

125                 千円

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

646                 

千円

うち先駆的事業

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

634                 

1,144                 

510                 

千円

千円

千円

千円

556                    

20年度差 前年度差635                 千円 612                 



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            

人

人 今年度末予定

人

人

相談員数

前年度における首長表明の有無 有

前年度末 相談員総数

前年度末

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

②研修参加支援

人1            1            

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

今年度末予定

人

処遇改善の取組 具体的内容

前年度末

人

1            

うち定数内の相談員

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

相談員数

相談員数

人

相談員総数

④その他

③就労環境の向上



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

相談時の内容（会話）の記録を行うためのボイスレ
コーダーと、相談に関する物品や携帯電話の画面
を記録するためのデジタルカメラを購入する。

40 40 
①ボイスレコーダー　10,000円
②デジタルカメラ 　　30,000円

事業経費

- 

対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

- 
（旅費）消費者行政教育研修
①@6,300円（日帰）×4回×2名（長崎）＝50,400円

 @1,000円（日帰）×2回×2名（佐世保市）＝4,000円

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

相談内容の多様化・複雑化に対応するため、独立
行政法人国民センタ－、県及びその他関係団体
等が実施する消費者行政相談に関する研修に相

203 203 

本町及び長崎県消費生活センタ－と連携し、相談
員１名を配置し個人情報保護強化を図り、町民が
安心して相談ができる窓口体制の充実を図る。

2,188 - 1,094 
（報酬）相談嘱託員報酬
　月額＠160,000円×12月＝1,920,000円
（共済費）相談嘱託員社会保険料

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

被害防止のため、上下半期に分け啓発用チラシを
作成し啓発事業を強化する。

230 230 - 

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（印刷製本費）消費者トラブル相談啓発用チラシ代
 @42.5円×1回×5,000部×1.08　    合計229,500円

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

2,661 473 1,094 - 合計

27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 佐々町 自治体コード 423912 平成



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

（強化）

相談内容に関しては口頭聞き取り、視覚確認による情報記録のみ行っている。

（強化） 相談内容の多様化と複雑化に対応するため、相談記録用機器を導入し正確な情報把握を実施する。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）
（既存）

（強化）

（強化）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

各種外部研修に参加し、消費生活問題に関する知識を習得することで、様々な事案に対応できる技能を養成している。

引き続き、消費生活問題に対する常駐専門の職員（嘱託）を配置する。

消費生活問題に関する啓発チラシを作成配布し、被害予防を図っている。

消費生活問題に対する常駐専門の職員（嘱託）を配置している。

複雑多様化する消費生活問題をより解りやすく表現した啓発チラシを作成配布し、被害予防を図る。

引き続き、各種外部研修に参加し、消費生活問題に関する知識を更に深め、より複雑、困難な相談にも対応できる技能を養成する。



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,184                 

うち先駆的事業 -                       千円

実施形態 自治体参加型 法人募集型

人日 年間実地研修受入総日

人

-                       

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

-                       千円

千円

千円

年間研修総日数

千円

人日

実地研修受入人数

1        -        

研修参加・受入要望

参加者数 人

対象人員数
（報酬引上げ）

-        

対象人員数計 追加的総費用

千円

うち先駆的事業

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

2,661                 

うち交付金等対象の賃料、人件費等 2,188                 千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

1        2,188      

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

1,442              

2,534                 

2                    千円

-                       

1,092              

-                       千円

1,567              

千円

千円

20年度差 1,094              前年度差1,094              千円



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

人

相談員数

相談員総数

相談員数 人

人今年度末予定

有

前年度末 相談員総数

前年度末 相談員数

相談員数

前年度における雇止めの有無 無

人

前年度における首長表明の有無

1            

うち定数内の相談員

1            

②研修参加支援

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

うち委託等の相談員

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            

④その他

③就労環境の向上

今年度末予定

人 今年度末予定 相談員数

人

処遇改善の取組 具体的内容

前年度末

人

1            人 今年度末予定



０．基本データ

１．今年度に実施する推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：千円）

平成 27 年度都道府県名 長崎県 市町村名 新上五島町 自治体コード 042411

- 527 合計 1,591 493 

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

⑧消費生活相談体制整備事業 消費生活相談員（専任）の確保【交付金】 527 

458 416 

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

消費者被害防止のための啓発を図る【交付金】 60 60 

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

消費者行政に携わる職員及び相談員の研修参加
支援【交付金】

1,056 

　

交付金等対象経費

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

17 17 執務参考図書

事業経費 対象経費27年度
本予算

26年度
補正予算

基金

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

市町村事業計画様式

事業名（事業メニュー） 事業概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

相談窓口を拡充し、相談事業の強化を図る【交付
金】

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）



２．推進事業及び活性化事業（交付金等）の詳細

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法
定受託事務

（既存）

（強化）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

（既存）

（強化）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（先駆的事業）

（既存）

（強化）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（事業者指導や法執行等）

（既存）

（強化）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（地域の多様な主体等との連携の強化
を図るための事業）

（既存）

（強化）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に
関する事業（消費者の安心・安全を確保するため
の取組）

（既存） 高齢者等向けの悪質商法による被害の未然防止を目的としたパンフレット作成

（強化） 既存の事業を継続し、新上五島町消費者被害防止ネットワークを活用し、高齢者のみならず若年者等の消費者教育・啓発を図る

⑧消費生活相談体制整備事業
（既存） 複雑・多様化する相談に対応するため専門の消費生活相談員の任用

（強化） 専門の消費生活相談員の任用の継続

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支
援）

（既存） 消費者行政に携わる消費生活相談員及び行政職員の研修会参加への旅費等の支援

（強化） 既存事業を継続し、消費生活相談員等のレベルアップを図る

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）
（既存）

（強化）

（既存）

（強化）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理
委員会）

（既存）

（強化）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の
活用）

（既存）

（強化）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）
（既存）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

（強化）

（強化） 既存の事業を継続し、相談事業の強化を図る

事業名 基金条例制定時の事業・機能と強化を図ろうとする事業・機能

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増
設・拡充）

（既存） 相談窓口の拡充、相談事業の強化



３．消費生活相談員養成事業の参加・受入要望（該当する場合に記載）

４．消費生活相談体制整備事業（該当する場合に記載）

人 人時間／年

人

人 千円

５．消費者行政予算について

うち交付金等対象外経費 571                 前年度差20年度差571                 千円

564                 

千円

7                    千円

1,020              

千円

千円

千円

千円

千円

1,080              

1,644                 

1        527         

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間）

千円

千円

千円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象外経費

今年度の消費者行政予算

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当

うち先駆的事業

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の賃料、人件費等 千円

前年度の消費者行政予算

平成20年度の消費者行政予算

1,591                 

千円

うち先駆的事業

年間実地研修受入総日

対象人員数
（報酬引上げ）

年間研修総日数 人日

研修参加・受入要望

参加者数

対象人員数計 追加的総費用

人

人日

実地研修受入人数 人

1        1,026  

実施形態 自治体参加型 法人募集型

千円

千円うち交付金等対象の定数内職員の時間外勤務手当



６．消費生活相談員の配置について

７．消費生活相談員の処遇改善に向けた取組

８．地方消費者行政推進事業実施要領別添２第２及び地方消費者行政活性化基金管理運営要領別添２第２に係る特例

④その他

③就労環境の向上

人

具体的内容

①報酬の向上

消費生活相談員の配置

今年度末予定 相談員数

今年度末予定

相談員数

今年度末予定

人

処遇改善の取組

うち定数内の相談員 相談員数 人人

1            

前年度末 相談員数うち委託等の相談員

1            1            人

前年度における首長表明の有無

前年度における雇止めの有無 無

○ 相談員の消費者行政に係る研修に参加するための旅費等の支援②研修参加支援

相談員総数

相談員数

有

前年度末 相談員総数

前年度末

人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員数 1            人 今年度末予定

人


